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＜解説＞

抄録
2021 年に開催された東京栄養サミットにおいて，日本政府は「誰一人取り残さない」栄養政策を
さらに促進することを国際社会に対して誓約し，産学官，職能団体，市民社会など多様な主体と連
携しながら，健康的で持続可能な食環境づくりに取り組む姿勢を明確にした．この国際的コミット
メントも踏まえ，厚生労働省では 2022 年 3 月，「健康的で持続可能な食環境づくりのための戦略的イ
ニシアチブ」（食環境戦略イニシアチブ）を創設した．食環境戦略イニシアチブは，非感染性疾患
（Noncommunicable Diseases; NCDs）の主要なリスク要因である不健康な食生活を是正するため，産
学官，職能団体，市民社会等との連携・協働のもと，自然に健康になれる食環境づくりを展開するこ
とを目的としている．
食環境戦略イニシアチブでは，日本の喫緊の栄養課題として「食塩の過剰摂取」を最重要課題に位
置づけるとともに，「若年女性のやせ」や「経済格差に伴う栄養格差」など，社会的背景に根差した
課題にも対応している．さらに，気候変動などの環境的要素も視野に入れ，健康と環境の双方に配慮
した政策展開が試みられている．推進にあたっては，栄養を中核に据えた多部局・多機関連携が重視
されており，厚生労働省は関係省庁と連携しながら，国・自治体・民間の取組を包括的に推進している．
こうした食環境づくりを地域特性に応じて全国で展開することが重要であることから，「健康日本
21（第三次）」における「自然に健康になれる環境づくり」の目標指標として，「「健康的で持続可能
な食環境づくりのための戦略的イニシアチブ」に登録されている都道府県数」を掲げている．さらに，
国と都道府県等の取組を相補的・相乗的に展開するため「健康的で持続可能な食環境づくりのための
国・都道府県等アライアンス」（食環境アライアンス）の構築が進められている．
本稿では，こうした食環境戦略イニシアチブの取組の概要，国際的な情報発信等について概説する．

キーワード：健康的で持続可能な食環境づくり，多部局・多機関連携，食環境アライアンス

Abstract

The Ministry of Health, Labour and Welfare (MHLW) launched the Strategic Initiative for a Healthy and 
Sustainable Food Environment in March 2022 as a platform to promote the creation of healthier food envi-

特集： 日本の健康的で持続可能な食環境づくりのための戦略的イニシアチブをはじ
めとする食環境整備の現状とこれから
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I．はじめに

近年，NCDsの予防，地球環境負荷の軽減，公衆衛生
上の公平性の確保といった課題を背景に，国際的に「健
康的で持続可能な食環境（Healthy and Sustainable Food 
Environment）」の整備が求められている[1][2]．
我が国においては，少子高齢社会の一層の進展が予測

される中，持続可能な社会の実現に向けて，健康寿命の
更なる延伸が課題となっており，「経済財政運営と改革
の基本方針2019」（令和元年6月21日閣議決定）におい
て，健康無関心層も含めた予防・健康づくりの推進や産
学官連携による推進体制を整備し，自然に健康になれる
食環境づくりを推進することが示された．厚生労働省で
は，「自然に健康になれる持続可能な食環境づくりの推
進に向けた検討会報告書」（2021 年 6月公表）[3]および
東京栄養サミット 2021（2021 年 12 月開催）における日
本政府コミットメント（誓約）[4]も踏まえ，産学官等
連携による「健康的で持続可能な食環境づくりのための
戦略的イニシアチブ」（以下，食環境戦略イニシアチブ）
を2022年3月に立ち上げた[5]．
この食環境戦略イニシアチブの推進は，2024（令和

6）年度から開始された「二十一世紀における第三次国
民健康づくり運動（健康日本21（第三次））」（令和5年厚
生労働省告示第207号）における「社会環境の質の向上」
を図るための取組の一つとして，目標にも掲げられてい
る[6]．

この取組は，産業界，学術，職能団体，自治体，関係
省庁など多様な主体の連携により展開されている．食環
境戦略イニシアチブに登録される都道府県においても，
健康増進部門が他の部門と連携し様々な主体とともに取
り組むことが期待されている．
本稿では，食環境戦略イニシアチブの取組の概要，国
際的な情報発信等について概説する．

II．食環境戦略イニシアチブにおいて優先すべき
課題

厚生労働省では，2021年 2月から6月にかけて「自然
に健康になれる持続可能な食環境づくりの推進に向け
た検討会」（座長　女子栄養大学　武見ゆかり教授）に
おいて議論を行い，2021年6月に報告書を取りまとめた．
この中で，国民の健康の保持増進のほか，持続可能な開
発目標（SDGs）の達成に資するものとして，自然に健
康になれる持続可能な食環境づくりを推進するため，産
学官等連携により優先的に取り組むべき栄養課題等，目
標の設定及び評価のあり方等について議論，整理が行わ
れた．
なお，ここでは，「食環境づくり」は，人々がより健
康的な食生活を送れるよう，人々の食品へのアクセスと
情報へのアクセスの両方を相互に関連させて整備してい
くものと定義している．

ronments through collaboration among industry, academia, government, professional associations, and civil 
society. At the Tokyo Nutrition for Growth Summit 2021, the Japanese government committed to further 
advancing national nutrition policies under the principle of “leaving no one behind,” through multisectoral 
cooperation involving government, business, academia, professional associations, and civil society.

Recognizing that the promotion of a healthy and sustainable food environment requires a multisectoral 
approach with nutrition at its core, the MHLW is implementing this Initiative in coordination with relevant 
ministries and agencies. The goal is to transform unhealthy dietary patterns̶one of the major risk factors 
for non-communicable diseases (NCDs)̶by improving the food environment through cross-sectoral collab-
oration.

In Japan, excessive sodium intake across all age groups continues to be a significant public health con-
cern, making salt reduction a top national priority. Other pressing nutrition-related challenges include 
underweight among young women, nutritional disparities linked to economic conditions, and broader en-
vironmental issues. The Initiative promotes the development of a food environment where everyone can 
naturally make healthier choices̶regardless of individual health awareness̶through collaboration among 
key sectors.

By advancing these efforts, the Initiative aims to extend healthy life expectancy and help realize a vi-
brant, inclusive, and sustainable society, both in Japan and globally.

In Health Japan 21 (Third phase), one of the key target indicators is full prefectural participation in this 
Initiative. To support the development of supportive food environments at the regional and local levels, a 
regional alliance has been established. Moving forward, it is expected that region-specific efforts will con-
tinue to be expanded and strengthened.

keywords: Healthy and Sustainable Food Environment, multisectoral approach, regional alliance
(accepted for publication, July 17, 2025)
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1．活力ある持続可能な社会の実現に立ちはだかる栄養
課題
栄養は，活力ある持続可能な社会の基盤となるもので
あり，こうした社会を実現するためには，全世代や生涯
の長きにわたり国民に大きく影響し得る栄養課題を改
善・解決していく必要がある．この観点から，食環境戦
略イニシアチブでは，「食塩（ナトリウム）の過剰摂取」，
「若年女性のやせ」及び「経済格差に伴う栄養格差」を
取組対象としている．
⑴食塩の過剰摂取
健康日本 21（第二次）最終評価によると，平均寿命の
延びを上回る健康寿命の延びがみられているが，一方で
NDCｓに起因する死亡や疾病の負担が増加している[7]．
世界 195 か国を対象とした，NDCsによる死亡・障害
調整生命年（DALYs）に対する不健康な食事の影響をみ
た研究報告によると，世界的には全粒穀類の摂取不足が
最も影響が大きい食事因子であるのに対し，我が国を含
む東アジアでは，ナトリウムの多量摂取が最大の食事因
子となっている[8]．また，成人のNCDsと傷害による死
亡に対する主要な決定因子をみた研究では，食事因子と
しては食塩の過剰摂取が最も大きいことが示されている
[9]．
2023 年国民健康・栄養調査結果では，我が国の食塩

摂取量の平均値は 9.8 ｇであり，男性 10.7 ｇ，女性 9.1
ｇであり，1997 年の平均 13.9gからみると長期的には減
少傾向であるが，この 10 年間でみると，男女とも有意
な増減はみられていない[10]．この値は，世界保健機構
（WHO）が推奨している1日5g未満[11]の約2倍摂取し
ている状況にある．我が国の食塩摂取源をみると，自宅
で調理した料理（自宅調理），加工食品，外食のそれぞ
れからのナトリウム摂取割合等を検討した研究によると，
自宅調理からの摂取が最も多かった（男性 52.3％，女性
57.1％）[12]．
また，2019 年国民健康・栄養調査では，健康関心度

を把握するための指標として，食習慣改善の意思を把握
しており，食習慣を「改善することに関心がない」又は
「関心はあるが改善するつもりはない」と回答した者の
合計の割合は，男性 41.1％，女性 35.7％であった．1日
食塩摂取量が 8ｇ以上の群において，食習慣改善の意思
がない者の割合は男女とも約6割を占めていた[13]．
⑵若年女性のやせ
若年女性のやせは，骨量減少，低出生体重児出産の

リスク等との関連があることが示唆されている[14]．我
が国の 20 歳台及び 30 歳台女性のやせの者の割合は，中
長期的には増加傾向を示している[15]．妊娠前のやせは，
普通体重に比べて早産や低出生体重児を出産するリスク
が高いことが知られている．我が国の低出生体重児の割
合は9.4％（2022年）であり，2011年までは増加し，そ
れ以降低下がみられていない[16]．低出生体重児は，乳
児死亡や成長課題の課題にとどまらず，成人後の循環器
疾患や糖尿病発生の危険因子でもあることが示唆されて

いる[14]．
⑶経済格差に伴う栄養格差
2022 年の国民生活基礎調査によると，我が国の「相
対的貧困率」は15.4％，「子どもの貧困率」は11.5％となっ
ている[17]．所得と食生活等の関連では，2018 年の国民
健康・栄養調査結果によると，食品を選択する際に「栄
養価」を重視すると回答した者の割合は，世帯の所得が
600 万円以上の世帯員に比較して，男女ともに 200 万円
未満の世帯員で有意に低かった[18]．
また，世帯の年間収入別に栄養素等摂取量をみると，
世帯の年間収入が多いほど，炭水化物エネルギー比率が
低く，脂肪エネルギー比率が高かった[19]．一方で，世
帯の年間収入によって食塩摂取量（g/1000kcal）に違い
はなく，「食塩の過剰摂取」は世帯収入にかかわらず，
共通した栄養課題といえる[19]．

2．気候変動・環境と栄養の関連
持続可能な食環境づくりに関連し得る環境面の取り組
みには，主に直接的な環境保全に寄与するものと情報開
示等を通じて間接的に環境保全に影響を与えるものがあ
ると考えられている．
⑴国連食糧農業機関（FAO）及びWHOによる「持続可

能で健康的な食事の実現に向けた指針」
FAOとWHOは，SDGsの達成に寄与するものとして，
「持続可能で健康的な食事の実現に向け指針」[20]を協
働して策定した．この指針では，食料等の生産から廃棄
までの一連の食料システムについて持続可能で健康的な
食事の供給を支えるものとする必要があるとされている．
特に，一連の食料システムが環境破壊や天然資源の枯渇
の主要因になっていることから，将来的に現在の食料シ
ステムが持続できなくなる可能性を指摘しており，持続
可能で健康的な食事の実現のためには，健康面だけでな
く環境面も含めた対策が重要であることを強調している．
⑵気候変動に関する政府間パネル（IPCC）特別報告書「気

候変動と土地」
IPCCは，気候変動と人間の土地利用の関係に関する
科学的知見を取りまとめ，2019 年 8 月に「IPCC特別報
告書「気候変動と土地」」[21]を公表した．同報告書で
は，気候システムは食環境を支える食料システムと複雑
な相互作用を有していることが示されている．具体的に
は，気候変動は食料の栄養価の減少や，食料価格の高騰
と栄養格差の拡大をもたらす可能性がある一方で，栄養
状態の改善を目的とした公衆衛生政策は，食品の需要に
影響を与え，温室効果ガス排出削減等に寄与する可能性
があることが，それぞれ確信度が高い予測として示され
ている．
⑶世界経済フォーラム（WEF）による食料システムの

転換に関する報告書
WEFは，世界経済に対する主要リスクを分析し「グ
ローバルリスク・レポート」を毎年公表し，主なリスク
を「発生可能性」と「発生した際の影響の大きさ」に
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分けてランク付けしている．2020 年版では，「発生可能
性」の 1位から 5位を環境問題が占め，環境問題が世界
経済に影響を及ぼすグローバル課題であることは，世界
共通の認識となっている[22]．こうした中，WEFは2020
年の年次総会（ダボス会議）に合わせ，食料システムに
関する包括的な報告書[23]を初めて公表を，食料システ
ムを「包摂的」・「効率的」・「持続可能」・「栄養に優れ
た」・「健康的」なものとしてSDGsの達成に寄与すべく
転換していくことの必要性を提唱した．

3．課題解決のための食環境づくりの方向性
この検討会報告書において，食環境づくりの基本理念
として，栄養面を軸としつつ，事業者が行う環境面に配
慮した取組にも焦点を当てた取り組みとして産学官等が
連携して持続可能性を高める視点を持ちながら食環境づ
くりを進めていくこと，また，栄養面等に配慮した食品
を事業者が供給し，そうした食品を消費者が自身の健康
関心度等の程度にかかわらず，自主的かつ合理的に，ま
たは自然に選択でき，手ごろな価格で購入し，ふだんの
食事において利活用しやすくすること，これにより国民
の健康の保持増進を図るとともに，活力ある持続可能な
社会の実現を目指すことが示された．この理念のもとに，
各関係者の主な取組について整理された．
また，取組の実効性の確保及び成果の適正な評価に関
する方策として，産学か等の関係者等の参画を得たうえ
で，産学官等の関係者で構成される組織体を立ち上げ，
この食環境づくりを始動させること，さらに，参画する
事業者の取組が社会から適切に評価され，「環境・社会・
企業統治（ESG）」評価の向上等を通じて，事業者の取
組の更なる展開に効果的につながるような視点を盛り込
むことが提案された．そして，参画事業者間で国際的な
ESG関連指標を踏まえた事業展開や，投資家や金融機関
の健康・栄養の観点でのESGファイナンスが進んでいく
ことが期待された．

III．食環境戦略イニシアチブの概要

厚生労働省が主体となり，産学官等が連携してとりく
む組織体として，2022年3月「健康的で持続可能な食環
境づくりに関する戦略的イニシアチブ」が設立された．
基本理念及び目的に賛同した事業者等が参画し，活動
を行っている（図1）（図2）．
参画事業者は，参画に当たり，SMART形式（Specific, 

Measurable, Achievable, Relevant, Time-bound）の行動目
標を立てることとなっている．食塩の過剰摂取に対する
取組の行動目標を必須とし，そのほか若年女性のやせ，
経済格差に伴う栄養格差，環境面の目標も任意で策定し
ている．これらの情報は食環境戦略イニシアチブのウェ
ブサイトで公表している[5]．2025 年 3 月現在参画事業
者は，42 事業者となっている．食品製造業だけでなく，
流通，航空会社，TV局，銀行などさまざまな業種が参
画しており，異業種間の連携した取り組みも行われてき
ている．
〈主な活動内容〉
•イニシアチブとしてのゴール策定

 - 東京栄養サミット 2021 での食環境づくりに関する
日本政府コミットメントを踏まえた，産学官等で協
働すべき効 果的な取組の特定，行動ロードマップ
の策定 等

•食環境づくりに資する研究・データ整備等の推進
 - 日本及びアジアの食生活や栄養課題に適合した栄養
プロファイリングシステムの検討

 - 消費者への効果的な訴求方法，販売方法等に関する
実証 等

•各参画事業者のSMART形式の行動目標に関するPDCA
プロセス支援
 - 産学官等の間における情報交換等の場・機会の設定
 - 同業種・異業種間の情報交換・意見交換（連携機会
の創出）

 - 国（厚生労働省等），研究所等との情報交換・意見
交換（事業リスク回避の上で参考となる栄養 面・

基本理念
日本から，食環境の新たな次元を切り拓く

食環境はもっとよくなる．しかし，個々の業種，企業，団体だけの取組では限界がある．今こそ産学官で力を結集し，大きなムー
ブメントを生み出していく．誰一人取り残さない食環境づくりの日本モデルを，世界に発信，提案していく．日本，そして世界を，
健康寿命の延伸を通じ，活力ある持続可能な社会にする．

目的
本イニシアチブは，食塩の過剰摂取，若年女性のやせ，経済格差に伴う栄養格差等の栄養課題や環境課題を重大な社会課題と

して捉え，産学官等※の連携・協働により，誰もが自然に健康になれる食環境づくりを展開します．日本はもとより， 世界の人々
の健康寿命の延伸，活力ある持続可能な社会の実現を目指します．
参画事業者はSMART形式の行動目標と評価指標を自ら設定しつつ，より効果的な方策を， イニシアチブ参画事業者同士で検討

し，協働することにより，誰もが自然に健康になれる食環境づくりを目指します．
　※「産」は，食品製造事業者，食品流通事業者，メディア等，多様な業種を含む．

図1　「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ」の基本理念[5]
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環境面の国際動向等の共有を含む） 等
 - 金融機関関係者等との情報交換等の場・機会の設定
 - 機関投資家等アドバイザーとの情報交換・意見交換 
等

•国内外に向けた情報発信

IV．地域の特性に応じた展開

1.「健康日本 21（第三次）」における食環境戦略イニシ
アチブの位置づけ
健康寿命の延伸や健康格差の縮小のためには，個人の
行動と健康状態の改善に加え，個人を取り巻く社会環境
の質の向上を図ることが重要である．さらに，健康寿命
の延伸には，自ら健康づくりに積極的に取り組む者だけ
でなく，健康に関心の薄い層を含め幅広い者に対してア
プローチを行うことが重要である．そのため，本人が無
理なく自然に健康な行動を取ることができるような環境
整備を行うことが求められている．こうした「自然に健
康になれる環境づくり」の目標として．「健康で持続可
能な食環境づくりのための戦略的イニシアチブの推進」
が掲げられている．健康的で持続可能な食環境づくりを
全国各地で効果的に推進するためには，国の食環境戦略
イニシアチブと，地域特性を踏まえた都道府県との取組
を相補的・相乗的に展開していくことが重要である．そ
のため，この目標の指標は，「イニシアチブに登録され
ている都道府県数」となっており，すべての都道府県が
登録されることを目標値としている[6 ]．
ここでいう「イニシアチブに登録されている」とは，
各都道府県が産官等の連携による食環境づくりの推進体

制を構築した上で，国の食環境戦略イニシアチブとの連
携を申請し，登録されている状態を指す[24]．

2．国と都道府県等の連携体制の構築（食環境アライア
ンス）
都道府県等では，健康増進と産業振興など部局横断的
な体制により，環境，ESGなど多角的視点を取り入れし
たうえで，産業界等との連携による食環境づくりの推進
体制を構築する必要がある．
食環境戦略イニシアチブでは，都道府県等の取組を支
援するため2024年6月に「健康的で持続可能な食環境づ
くりのための国・都道府県等アライアンス」（食環境ア
ライアンス）を構築した．食環境アライアンスでは，各
都道府県等における組織体の立ち上げ後の取組の推進た
め，食環境アライアンスの参画自治体を対象とした都道
府県等連絡会議を開催し，組織体立ち上げに向けた進
捗・課題等に関するディスカッションを実施している．
2025年6月末現在，26自治体が食環境アライアンスへ
の申請を行っている[23]．

3．行政管理栄養士の役割
地域の特性を踏まえた食環境づくりの取組を展開して
いくためには，都道府県等をはじめとする自治体の健康
増進部局にいる管理栄養士が中心となって進めていくこ
とが期待されている．しかし，自治体の管理栄養士は少
数の配置となっているところが多い．そのため食環境づ
くりを効果的・効率的に展開するためには，自治体の管
理栄養士が主体的に取組み，自治体内外の様々な関係者
の協力，連携や社会的資源や多様な主体を巻き込んだダ

図2　「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ」が目指す世界（厚生労働省資料）

金融機関（機関投資家，銀行等）

・ 栄養面等の行動目標の設定　・取組の実施・進捗報告　等
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イナミックな取組が重要となる．自治体のグランドデザ
インを描き各部門や関係者をつないでいく管理栄養士の
役割が重要となってくる．

V． 多部局・多機関連携による取組の国際的な
評価

1．WHO報告書策定の背景と目的
第 73 回国連総会(2018 年 9 月開催)において，NCDsに

関する第 3回ハイレベル会合が開催され，各国政府は
NCDsの予防管理に向けて，様々な社会経済的課題に取
り組んでいく必要があるという宣言が採択された．その
後，第 72 回世界保健総会(2019 年 5 月開催)では，WHO
は各国から，NCDs予防管理のための多部局連携の成功
事例を分析し，その結果を共有することが求められた．
WHOは，2023 年には，「Working together for equity and 
healthier populations; Sustainable multisectoral collabora-
tion based on Health in All Policies approaches」[25]をと
りまとめ，「Health in All Policies（すべての政策に健康
を）」に基づく，持続可能なマルチセクトラル・アクショ
ン（多部局連携）のための理論と実践モデルを提示した．
また，WHOは要請に応える形で，2022 年から2段階の
事例収集のプロセスを開始．第1段階では 46か国・ 95 事
例を収集し「Global mapping report on multisectoral actions」
[26]として概観を整理，課題と可能性を俯瞰した ．続く
第2段階で，学術的・政策的インパクトの高い 20 事例（低
中所得国 15，高所得国 5）を精選し，報告書「Compendium 
report on multisectoral actions for the prevention and control of 
noncommunicable diseases and mental health conditions」[27]
としてまとめた．この報告書は，①各国の具体的な多部
局連携の仕組みを可視化し，②成功要因と阻害要因を四
つの柱（統治と説明責任・あらゆるレベルのリーダーシッ
プ・協働の方法・資源と能力）で分析し，③他国が応用
可能な教訓を提供することが目的とされた．

2．日本の取組の評価
WHO報告書「Compendium report on multisectoral actions 

for the prevention and control of noncommunicable diseases 
and mental health conditions」[27]では，高所得国枠から採
択された 5事例のうち，日本の食環境戦略イニシアチブ
は「不健康な食事」対策の唯一のケースとして紹介され
ている．日本の取組は，食塩の過剰摂取，若年女性のやせ，
経済格差に伴う栄養格差，環境負荷という課題を明確化
し，消費者庁・環境省等といった関係省庁との連携や参
画事業者が自主的に行動目標（SMART 目標）を推進し
ている点が高く評価された．東京栄養サミット2021 の国
際的な誓約を国内政策に落とし込み，企業やESG（環境・
社会・ガバナンス）視点から投資家を巻き込んだガバナ
ンスを構築したことを踏まえ「高所得国における食環境
づくりのモデル」と位置づけられている．
健康的で持続可能な食環境づくりは，多部局・多分野

の協働を基盤とした構造的介入が鍵となる．日本におい
ては，厚生労働省が主導する食環境戦略イニシアチブが，
産官学等の連携による包括的な枠組みとして整備されつ
つあり，実証的・政策的知見の蓄積が進んでいる．今後，
このような実践モデルを，NCDsの増加や都市化/高齢化
に伴う食環境の変容が進行するアジア諸国をはじめとし
た国際社会へと共有・展開していくことは，グローバル
ヘルスの観点からも重要である．

VI．終わりに

健康的で持続可能な食環境づくりは，非感染性疾患
（NCDs）の予防，公衆衛生上の公平性の確保，さらに
は地域社会の持続可能性といった複合的課題に対応する
ための，構造的かつ包括的なアプローチである．本稿で
示したとおり，産官学民を含む多様な主体の協働を基盤
とし，国の施策と地域の実践を相互補完的に展開するこ
とが，政策を実効的に推進する鍵となる．
とりわけ，地域の特性に即した実践を支える公衆栄養
の専門人材として，自治体の管理栄養士が果たす役割は
極めて大きい．自治体の管理栄養士は，地域住民の健康
課題を科学的に把握し，エビデンスに基づく施策の立
案・調整・評価を担うとともに，多様な関係主体を橋渡
しし，協働の基盤を構築する中核的存在である．そのた
め，管理栄養士の適正配置と自治体内外の連携体制の一
層の強化が喫緊の課題となる．
加えて，地域における食環境づくりの取組は，健康増
進にとどまらず，産業振興や地域経済の活性化などの好
循環を創出し得る点でも注目に値する．こうした波及効
果を最大化するためには，行政組織内の部局横断的連携
に加え，金融・流通分野等の新たなステークホルダーと
の協働を促進する体制整備が不可欠である．今後は，地
域に根ざした取組の成果を体系的に蓄積・評価し，持続
可能な取組として定着させることが期待される．
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